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農業法人における戦略的人的資源管理

１．序1

　 国 連 に よ っ て 採 択 さ れ た 持 続 可 能 な 開 発 目 標（SDGs: 
Sustainable Development Goals）は農業を含む様々な産業、
分野の発展目標であり、日本農業の持続性を高めるためには、
ジェンダー平等の実現、天然資源・生物多様性の保護、気候変
化への対応など重要な課題の解決を通じて食料安全保障と持続
可能な消費・生産を実現する必要がある。そのためには農業に
おける新たな人材の確保・育成は重要な課題である。
　日本における農業法人組織経営体数および新規雇用就農者数
は増加傾向にある（図１、図２を参照）が、持続可能な逞しい
農業の実現には意欲と能力のある農業法人や企業の量的および
質的拡大、ならびにそれらを中心とした体制づくりが必要であ
る。そのために、農業をビジネスとして捉え、生産管理、マー
ケティング、財務管理、人的資源管理などの運用ができる農業
経営者の育成が必要である（経済同友会、 2016）。
　しかしながら、現実の農業法人の人材育成においては離職率
の高さや従業員と雇用側のミスマッチなどの課題を抱えてい
る。全国農業会議所（2013）の調査結果によると、農業法人に
おける正社員や常勤パートの離職率が高い傾向にあり、また離
職した理由については「人間関係がうまくいかない」と「仕事
がきつい」及び「給与額が低い」が高い割合を示し、「独立し
たいから」及び「勤務先に将来性を見出せない」などが続き回

答が分散している。
　一方、経済同友会（2016）は、慢性的な担い手不足の解消が
喫緊の課題であり、外国籍人材も含めた多様な人材が流入する
仕組みが必要と指摘している。一方、農業分野においても担い
手不足の問題や生産性の問題を解決しようとして障害者や生活
困窮者、高齢者等の農業分野への就農・就労を促進する農福連
携などの取り組みや女性の社会進出を後押しするワークライフ
バランスに関する取り組み等が進められているが、ダイバーシ
ティ・マネジメント、すなわち、多様な人材を活用する人材育
成（専門職職員の育成、中途採用市場の活用、多様性を活かす
職場環境の整備など）に対する取り組みは不十分である。
　そこで本研究では、日本の農業法人の人材育成においてダイ
バーシティ・マネジメントはどのように実施され、また持続可
能な農業経営を実現するにはどのような役割を果たせるかを明
らかにすることを目的とする。

２．先行研究

２．１　人的資源管理（HRM）と戦略的人的資源管理（SHRM）
　現在主流となっている SHRM という概念が登場し、研究お
よび利用されるようになるまでには、人事労務管理（Personal 
Management: PM）ならびに人的資源管理（HRM）が研究さ
れてきた。江（2004）によると、PM は1920年頃に米国で普及
し始め、1960年代後半以降、HRM に変遷するまでの特徴とし
ては、従業員をコストとみなし、いかに人件費を削減するかが
課題である点にある。
　1980年代半ば頃には HRM が登場し、「企業の人材を引き付

1 新潟中央青果株式会社　
2 新潟大学農学部
* 代表著者：kiminami@agr.niigata-u.ac.jp

農業法人における従業員の戦略的人的資源管理（SHRM）に関する研究
－ダイバーシティ・マネジメント（DM）からのアプローチ－

池田健人1・木南莉莉2＊・古澤慎一2

（2021年12月14日受付）

要　約
　本研究の目的は、日本の農業企業における新規就農者の確保と育成に関連する問題に焦点を当て、持続可能な経営のための
人材育成に多様性をどのように結び付けるかを明らかにすることである。具体的には、戦略的人的資源管理（SHRM）、企業経
営戦略、ダイバーシティマネジメント（DM）及び HRM マッチングなどの概念を構成要素として分析フレームワークを構築する。
そのフレームワークに沿って２つの仮説を設定し、仮説の検証を通じてこれらの関係を明らかにする。すなわち、「農業法人に
おける戦略的人的資源管理（SHRM）は企業の経営戦略（外部環境と内部環境を含む）と一体になって形成され、HRM 戦略と
HRM マッチング及びダイバーシティ・マネジメントを通じて HRM 成果や経営成果に影響を与える」（H１）と「ダイバーシティ・
マネジメントは SHRM に規定されると同時に経営成果からも影響を受ける」（H２）である。仮説を検証するために、ケースス
タディ、構造化インタビュー、複線径路等至性モデル（TEM）などの定性的分析方法を用いる。
　以下の分析結果が得られた。本研究で取り挙げられた事例の共通点は農業法人の代表が経営に人的資源管理を取り組んでい
ることである。しかし、ダイバーシティ・マネジメントについては、積極的に経営に活かす事例は S 社のみである。したがって、
農業法人は持続可能な経営を実現するためには、従業員の多様性を活かすことを念頭に置いた施策群を策定・実行し、経営者
や管理職及び従業員が多様性を活かす経営の有効性を認知させる事が重要である。
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け、開発、維持（または処分）することを目的に、明確で相互
に関連する活動、機能、およびプロセスの組み合わせ」と定義
されている（Burke, 2011; Tocher and Rutherford, 2009）一方
で、「組織の使命、目的、戦略をサポートする才能と強健な労
働力を引き付け、開発し、維持するプロセス」と定義されてい
る（Schermerhorn, 2001）。HRM は PM と異なって、従業員
を価値ある経済的資源としてみなし、いかに従業員の企業に対
するコミットメントを確保するかが課題となっている。また、
De Kok et al.（2003; 2006）は HRM 実践の具体例として、採
用、選抜、報酬、訓練および発展、評価を設定している。ここ
から人材マネジメントの重点は集団管理から個別管理へと移行
しているようになる。
　さらに、1980年代半ばから HRM が強化された戦略的 HRM

（SHRM）が登場し、現在の主流となっている。SHRM は
PM、HRM との違いとしては HR および HRM システムの両方
が企業の持続的競争優位の源泉となっている点、経営戦略の策
定および実行に影響を与える可能性がある点が挙げられる。つ
まり、「SHRM とは、組織と人の活用に関する戦略的選択に関
するものであり、同時になぜ特定の企業がほかの企業よりもよ
り効果的にマネジメントできているかの説明に関するもの」

（Boxall and Purcell, 2016）として定義でき、「人を通じて企業
の長期的競争優位を実現するための組織システム」とも定義で
きる（Wright and Snell, 1998）。また、林（2009）の言うように、
SHRM 戦略は Armstrong（2006）のリニア・モデルから経営
戦略に従い主要領域で HR 戦略を生成し、経営戦略に作用でき
ること、また組織の内部環境に影響を受けるだけではなくそれ
に影響を与えることもできる。さらに、Zivnuska et al. （2007）
は SHRM を支える基礎理論として人口生態学、組織学習理論
などの９つを挙げているが、木村（2019）と林（2009）は
Barney（1991）のリソース・ベースト・ビュー（resource-based 
view: RBV）に重点を置いており、「外部環境に存在する機会
の活用と脅威の無力化を可能にする組織内資源が競争優位性の
源泉となり、さらにその資源は模倣困難で代替不可能であると

きに持続的な競争優位性の源泉となる」と想定している。
　そして、SHRM についての具体的なアプローチとしてはベ
ストフィットアプローチとベストプラクティスアプローチの２
つが広く知られている。ベストフィットアプローチとは、組織
内外の様々な環境とのフィットを重視し、効果的な HRM 施策
群は１つのみではなく、組織の環境によっては異なるという立
場をとるアプローチのことである。初期の代表的な戦略モデル
にはハーバードモデルが挙げられる。その中では組織内外の環
境として、組織を取り巻く様々なステークホルダーの利害と企
業の戦略・労働市場・法律などの様々な状況的要素の２つを組
織内外の環境要因として設定し、これらの環境にフィットした
HRM 施策の選択を重要視している。これに対してペストプラ
クティスアプローチは、組織内外の環境にかかわらずベストな
HRM 施策群が存在するという立場によるアプローチであり、
HRM 施策群と組織パフォーマンスとの相関関係から HRM 施
策群のベストプラクティスを特定した研究などがある（須田、 
2019）。

２．２　日本の農業法人における人的資源管理
　近年、日本の農業法人における人的資源管理施策に関する研
究が増えている。青山ら（2018）は酪農を中心とした法人を事
例として取り上げ、経営発展の段階に応じて有効な人的資源管
理施策を講じることが農業法人の成果につながることを明らか
にしている。そして、青山ら（2019）は畜産を中心とする法人
を対象に、法人内の HRM 施策の変遷と効果をベストフィット
アプローチの視点から分析することで適切な HRM 施策が経営
に影響を与えうることを示している。また、武藤（2017）は農
業法人の規模や形態に応じて従業員の管理・育成に関するアプ
ローチが異なり、成長の過程において一定の規則性がみられる
ことを明らかにしている。こうした研究は農業法人の成長・発
展の段階に応じた人的資源管理施策に関する研究である。
　一方、農業法人における離職については木南ら（2011）は人
的資源管理 HRM の枠組みならびにベストプラクティスアプ

図１．農業法人組織経営体数の遷移
注：農産物の生産を行う法人組織経営体数である。
出所： 農林水産省『農業構造動態調査（各年）』より作成、

2015年は『農林業センサス（2015年）』による。

図２．新規雇用就農者の推移
出所：農林水産省『新規就農者調査』
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ローチによる視点から、広域での従業員募集に対応した
HRM、経営者の育成などの課題を示している。また、藤井ら

（2016）は離職理由すなわち職務不満足に着目し、従業員の採
用段階における当該法人の業務に対する理解の不足、育成段階
においては育成方針の相違などの組織的要因が主な離職理由と
して挙げられている。

２．３　従業員の多様性
２．３．１　ダイバーシティ・マネジメント
　坂東（2014）によれば、従業員の多様性およびその活用に関
して「ダイバーシティ・マネジメント」は米国で発祥および発
展してきた理論であり、その主とする目的を変化させながらパ
ラダイムシフトが行われてきている。また、荒金（2013）によ
れば、ダイバーシティの浸透については４段階に分けることが
できる（図３）。つまり、多様性を尊重することに反発や抵抗
を見せる「抵抗」の段階から、法律に違反しないように差別を
減らし、違いをなくすことを目的とする「同化」の段階へ移行
し、多様性を活かすことは合理的であると判断し、積極的に対
応しようとするものの、急激な変化に対応しにくい体制や一つ
の属性のみで人を評価、判断してしまう「分離」の段階を経て、
違いを活かし、競争優位につなげるという戦略的対応に基づく
施策を行う「統合」の段階に到達する。
　経済産業省（2018）の「ダイバーシティ2.0行動ガイドライン」
においてダイバーシティを「多様な属性の違いを活かし、個々
の人材の能力を最大限引き出すことにより、付加価値を生み出
し続ける企業を目指して、全社的かつ継続的に進めていく経営
上の取組」として定義し、特に重要な点としては中長期的実施
と経営陣のコミットメント、全社的な実行と体制の整備、外部
ステークホルダーとの関わり、女性の推進と共に国籍・年齢・
キャリア等の様々な多様性の確保の4点を掲げている。また「新・
ダイバーシティ経営企業100選」としてダイバーシティ推進を
経営成果に結びつけている事例を表彰・紹介している。
　ダイバーシティに関する日本国内の研究では、脇（2012）や
辺見（2018）および酒井（2016）などの日本企業における組織
変革に関する事例を取り上げ、定性的な分析を行っている。一
方、荒金（2013）はダイバーシティについて、人権尊重の観点
から可変的・不変的な要素、組織マネジメントの観点から表層
的・深層的な要素に分類した上で、組織マネジメントの視点か
ら深層的なダイバーシティをどう活かしていくかが課題である
と指摘している。また、堀田（2015）は日本におけるダイバー
シティ・マネジメントの有効性を高めるために研究対象とする
ダイバーシティに深層的多様性を加えることが方向として示し
ている。

２．３．２　農業法人における従業員の多様性
　農業法人における従業員の多様性に関する研究として、安中
ら（2010）は農業分野における障碍者の雇用について、受け入

れ先の経営形態、障碍者を受け入れる形態によって４パターン
に分類し、それぞれのパターンの現状や課題を提示している。
また澤野・澤田（2018）による若年層女性従業員に着目した研
究は従業員の外面的な多様性に着目した研究である。一方、従
業員の内面的な要素に着目した研究として永井・木南（2015）
は HRM 施策における採用以前の就業者側の志向に着目し、近
年の農業法人への就業目的の多様化を明らかにし、明確な就業
目的を持つ者同士でも就業動機やキャリア志向は異なっている
ことを指摘している。また Cao et al.（2012）は従業員側、雇
用者側の双方に実施されたアンケート調査を分析し、HRM 実
践のマッチングが従業員の就業態度やコミットメントに与える
影響を計量的な分析によって明らかにしている。しかしながら、
農業法人が抱える人材育成施策の問題を従業員の外面的および
内面的多様性の双方に着目した研究は見当たらない。

３．分析の枠組みと仮説

　既存研究のサーベイを踏まえて、図４に本研究の分析の枠組
みを示している。農業法人における経営戦略ならびに SHRM
は農業法人を取り巻く外部環境および組織文化などの内部環境
に影響を受けながら策定されると想定する。経営戦略ならびに
SHRM を構成する要素としてダイバーシティ・マネジメント
に関する要素、採用時ならびに入社後において HRM 実践がど
の程度従業員の意向と一致しているかを示す HRM マッチング
の要素、具体的な HRM 実践の内容および HRM 成果の要素が
経営成果に影響を与えると考える。一方で、経営成果は経営戦
略にフィードバックされ、内部環境や DM に対してもフィー
ドバックされる。また、本研究の目的を達成するためには以下
の仮説を設定する。

　仮説Ⅰ：農業法人における戦略的人的資源管理（SHRM）は
企業の経営戦略（外部環境と内部環境を含む）と一体になって
形成され、HRM 戦略と HRM マッチング及びダイバーシティ・
マネジメントを通じて HRM 成果や経営成果に影響を与える。

　仮説Ⅱ：ダイバーシティ・マネジメントは SHRM に規定さ
れると同時に経営成果からも影響を受ける。

　これらの仮説を検証するために、以下の方法を用いる。まず
は、複数の事例を選定し、テキストになっている文献をもとに
ケーススタディを行う。次は、ケーススタディによって得られ
た情報をもとに TEM（複線径路・等至性モデル）分析を行う。

図３．ダイバーシティ浸透の段階
出所：荒金（2013）を参考に著者作成

図４．分析の枠組み
出所： Cao et al. (2012)、Paauwe (2004)、Armstrong (2006) を

参考に著者作成
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さらに、経営者と従業員のそれぞれに対して聞き取り調査を実
施する。それらの分析結果に基づいて仮説Ⅰと仮説 II の検証
を行う。

４．実証分析

４．１　事例分析
　第３章で示した仮説を検証するために、ケーススタディとし
て人材育成および人的資源管理の施策における先進的な事例を
複数取り上げ、それらの法人の特徴や具体的な人的資源管理施
策について調査、分析を行う。本研究では以下の４つの事例を
選定し、情報の収集を行った。

事例１：T 社
　T 社は長野県北佐久郡に本社を構える農業法人であり、キャ
ベツなどの農産物の生産・販売を行っている。T 社は「独立し
たい」という強い意志を持つ人のみを採用し、決まった期間内

（５～６年程度）で独立するための技術・能力等を有する人材
を法人内で育成する特徴がある。すなわち、HRM 実践の採用
段階において永井・木南（2015）で挙げられているキャリア志
向、荒金（2013）が述べている深層的要素に注目して取り組ん
でいると推測される。このような特徴から T 社を仮説検証す
るための事例として選定している2。

事例２：Y 社
　Y 社は新潟県柏崎市にある農業法人であり、地域を守るとい
う理念の下でコメ生産、野菜生産、切り餅生産、地域の除雪、
クレープの移動販売などの多角化経営を行っている。また、農
研機構（2017）によれば、年俸制の導入や作業別責任者導入等
による能力向上へのインセンティブの付与を積極的取り組んで
いる。このような特徴から、Y 社を農作業における技術・能力
向上のプロセスイノベーション、HRM 実践における報酬の側
面等の制度的イノベーションが実現している事例として選定し
ている。

事例３：H 社
　H 社は新潟県上越市に位置し、自社でのコメ栽培に加えて農
作業の受託、小規模農家からのコメの集約・検査・販売、農場
運営コンサルディング、農業体験の実施などの業務に取り組む
法人である。H 社の経営理念は「人」が根幹である。具体的な
取り組みとしては教育システムの構築に際し社会人基礎力、概
念化能力、対人関係能力、技術的能力の４つに分けて PDCA
サイクルを継続させ、その結果として能力が向上すれば給与に
反映させる。また採用までのフローについては会社説明会から
エントリー、書類選考及び入社試験といった商工業では一般的
な採用方法を取っている。H 社は他産業における一般的な企業
の HRM 戦略に近いため事例として選定している。

事例４：S 社
　S 社は熊本県菊池市に位置する法人であり、養豚事業（飼育
頭数：25,000頭、年間出荷頭数：50,000頭）を業務の中心とし

ているものの、飼料製造事業、野菜生産事業（キャベツ）も手
掛けている。S 社は多様性を活かす施策を実施している。例え
ば、ワークライフバランスの一環として、完全週休２日制の実
施や最長９日間の休暇が取得できる「マイウィーク」制度、短
時間労働の制度などを設けている。また、女性が養豚業で働き
やすくなるため女性限定の研修枠を設け、ベトナム実習生のた
めの寮の設置を行っている。これらの取り組みから多様性を活
かす経営を行っている事例として選定している。

４．２　TEM分析
４．２．１　TEM分析の概要
　以上の４つの事例のうち、S 社に関するテキスト化された情
報を基にした TEM 分析を行う。
　TEM 分析とは Trajectory Equifinality Model の頭文字を
とったものであり、複線径路・等至性モデルと訳されるもので
ある。サトウら（2006）によると、生物学レベルで論じられて
いた等至性が心理学などに適用できる可能性は1970年頃から提
唱され、ヴァルシナー（Valsiner 2001）によって人間のライ
フコースに適用できる可能性が指摘されている。TEM には非
可逆的時間を水平方向への矢印で示しているものの具体的な単
位では示されていないこと、等至性、すなわち異なる経路を辿
りながらも似た結果に到達することおよび等至性を実現する点
である等至点という概念、対象に複数の選択肢が用意されてい
る分岐点、さらに等至点および分岐点による経路の多様さなど
が特徴として挙げられる。
　本研究では木南ら（2020）を参考に以下の図５の概念モデル
を基に分析を行う。すなわち、経営者の意識変化、企業家精神
に影響が大きいと思われる出来事、具体的には人的資源管理施
策の大きな変化などを主に分岐点として設定する。また、社会
的方向付け（SD: Social Direction）および社会的ガイド（SG: 
Social Guide）に経営における意思決定に影響を及ぼす社会経
済環境の要因を設定することで経営戦略、HRM 戦略に影響を
与えうる要因を考察する。なお、本研究では仮説Ⅰならびに仮
説 Ⅱ の 検 証 に 主 眼 を 置 く た め 等 至 点（EFP: Equifinality 
Point） に つ い て は 詳 述 せ ず に、 次 の 分 岐 点（BFP2: 
Bifurcation Point）はその前の分岐点（BFP1）における意思
決定の結果を生じた等至点（EFP1）とみなして分析を行う。

図５．本研究における TEM の概念図
出所： 木南ら（2020）を参考に著者作成

2 T社については「農業法人における人材育成に関する研究―先進的事例を対象に―」（新潟大学農学部食料・資源経済学コース2018年度卒業論文）
を執筆するために、2018年７月７日に代表ならびに卒業生１名に聞き取り調査を行っている。
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４．２．２　S社代表に関する TEM分析
　ここでは、S 社の HP や青山ら（2019）、窪田（2014）を参
考に M 氏の経営者としての成長と S 社の経営発展の関係を描
いた TEM 分析を図６に示す。
　現代表者の M 氏は畜産商を営む両親の下で生まれ、大学入
学後には父親が営む合志畜産を手伝うようになった（SG1）。
大学卒業後は、栄養士として他の企業で勤務したが、３年後に
その仕事を辞め、家畜商へ転身することを決意した。しかし、
周囲からは強い反対を受け、事務職を探して結婚の準備をしろ
とも言われた（SD1）。M 氏は家畜商が減少している状況の下
でこのような中間業者はいずれなくなってしまうのではという
危機感から、2006年には母親が経営していたセブンフーズの経
営に乗り出した（BFP1、SG2）。
　M 氏が事業を継いて（経営第Ⅰ期）から大規模化を目指し
た（BFP2）が、設計図や見積書の作成を請け負ってもらえない、
土地が購入できないといった課題に直面した（SD2）。2008年
には新たな農場を設立し、自身の出産を契機にエコフィードや
発酵床の導入、アニマルウェルフェアを意識したシステム、す
なわちフリーストールおよびオートソーティングシステムの導
入など３本の経営の柱を達成するための取り組みが行われた

（SG3）。また、大卒新規採用や等級番号および５段階評価制度
の導入、研修参加や資格取得への支援などの人的資源管理制度
を本格的に導入した。
　2012年には他産業で積極的に取り組まれていた成果重視型人
事制度を導入（BFP3）し、2013年には野菜生産事業が開始し
た（経営第Ⅱ期）。経営第Ⅱ期は経営第Ⅰ期と比較して出荷頭数、
売上高および従業員数は増加していたが、人的資源管理施策に
ついての課題に直面した。成果重視型人事制度を導入したこと
で、個人・部門の成果を意識しすぎるあまり、組織全体での協
力体制が損なわれてしまう側面が出てきた（SD3、SD4）。
　そこで、成績や能力、態度及び姿勢を総合的に評価する制度
に切り替え、従業員の定着率を向上させるための取り組みとし
て、休日数の増加や給与の引き上げ幅の拡大、週1日のノー残
業デー、WLB（ワークライフバランス）を意識した勤務体系
の導入（BFP4）などを行った（経営第Ⅲ期）。M 氏は自身の
経営に直面する問題に対して「人的資源管理施策」など経営学
の先進的な理論を学び、得られた知識を実践に移すという知識
創造の好循環（SG4）を通じてイノベーションを誘発しながら
経営の発展につなげている。
　以上の TEM 分析によって以下の結果を得られた。すなわち、
S 社おける戦略的人的資源管理（SHRM）は経営戦略（外部環
境と内部環境を含む）と一体になって形成され、HRM 戦略と
HRM マッチング及びダイバーシティ・マネジメントを通じて
HRM 成果や経営成果に影響を与えている（仮説 I）。さらに、

成果重視型人事制度を導入した結果（出荷頭数、売上高および
従業員数は増加していたが、人的資源管理施策についての課題
に直面した）を踏まえ、経営第Ⅲ期の総合評価型人事制度およ
び WLB に配慮した制度の導入につながり、DM に関する取り
組みが行われるようになった。このことは、SHRM の結果が
ダイバーシティ・マネジメントにつながったといえる。したがっ
て、仮説Ⅱの「ダイバーシティ・マネジメントは SHRM に規
定されると同時に経営成果からも影響を受ける」が検証された。

４．３　聞き取り調査
４．３．１　Y社に対する聞き取り調査の結果
　Y 社には2020年８月18日に代表ならびに従業員２名に対して
それぞれ約１時間程度の聞き取り調査を実施した。
　社内での教育方法および勤務外での学習、研修制度等につい
て教える内容や取得資格の時期等は勤務年数で固定せず、一人
ひとりに合った方法で育てようとしている。また、従業員の給
与については、５年目以降は年俸制を採用しており、年俸は年
齢給と職能給（挨拶や人間関係などの基本的な要素と責任者制
度による７段階評価によって構成）によって構成されている。
さらに、人的資源管理施策の変化については、従業員が大きな
役割を与えられたときにプレッシャーを感じる一方でよりやり
がいを感じながら働けることが重要であり、実際にやりがいを
もって自ら働いてくれる従業員が増えている。その一方で、従
業員の多様性及びダイバーシティ・マネジメントに関しては男
女比や出身地等に基づいて意図的に比率を合わせることをせ
ず、従業員の調和がとれるようなシステムを構築している。ま
た、勤続年数５年～10年の女性従業員 A 氏は自分自身の成長
性や人間関係の項目に高い満足度を示すと同時に、従業員は似
た気質の人が比較的多いことを感じている。また、昨年度入社
の女性従業員 B 氏は、自身の成長性や行動に対して高い満足
度を示す一方で、対人関係には改善の余地を感じていた。従っ
て、Y 社は地域を守るという経営理念の下で効率的な人材育
成・管理システムを構築するために調和を重んじる経営戦略を
取った成功事例であると言える。しかし、調和を重んじる戦略
は短期的には生産効率の向上や管理コストの低減に貢献する
が、同調圧力が高い下では生産的な摩擦が生まれ難く、中長期
的にはイノベーションが創出されにくい環境になる可能性が示
唆されている。

４．３．２　H社に対する聞き取り調査の結果
　H 社には2020年８月19日に代表ならびに従業員１名に対して
約１時間程度の聞き取り調査を実施した。専門知識や技術の習
得について OJT を中心としながらも座学や外部講師を招いた
セミナーや講習の機会を設けており、人的資源管理はカッツ・
モデルを参考に構築されている。従業員の勤務時間は8：30～
15：00（農閑期）、8：30～18：00（繁忙期）と基本的に定めら
れている。福利厚生については一般作業職には、通勤・住宅手
当、作業服手当、社員研修、退職金制度があり、総合管理職に
は健康保険、厚生年金、雇用保険、労災保険が整えられ、H 社
が掲げるサラリーマンのように働けるという特徴を形作ってい
る。また、ワークライフバランスに関する取り組みとして労働
の変動時間制、自己研鑽休職制度がそれぞれ導入されている。
一方、従業員のキャリア志向について、代表は全体のマネジメ
ントに徹し、従業員のキャリア志向等の意見は農場長（幹部社
員）との面談を通して把握するようにしている。また、意見を
言いやすい環境を常に意識しており、そのためにメンター制度図６．S 社の発展および S 社の代表の選択に関する TEM 図
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の導入や、従業員に改善の余地があると判断した際は集まった
とき等に伝えるといった取り組みを行っている。
　更に、人的資源管理施策の変遷については、設立当初は規模
が小さかったことから人的資源管理施策は不要であったが、規
模が拡大するにつれて管理職を用いた制度の方が経営を行いや
すいと判断したことから取り組みはじめ、その結果従業員の定
着率の向上が見られた。しかし、一般管理職と総合管理職といっ
た職種に対応した人的資源管理施策はあるものの、性別や出身
地などの外面的多様性を意識した施策を講じていない。従って、
H 社は従業員数の増加をはじめとした内部要因の変化を受け
て、HRM 施策を積極的に取り組まれるようになった結果、従
業員の定着率の向上（HRM の成果）が見られている。また、
自己研鑽休職制度等の内面的多様性に着目した HRM 施策の実
施によって組織文化等の内部環境に影響を与えている。今後は
企業の外部環境の変化に伴い、ダイバーシティ・マネジメント
に取り組む新たな戦略的人的資源管理施策（SHRM）へシフト
する可能性がある。

５．結論

　上記の分析結果を荒金（2013）が提示しているダイバーシ
ティ・マネジメントの４段階に照らし合わせると表１のように
なる。つまり、T 社は共通の価値観をはじめ、ライフスタイル
やキャリア志向も比較的共通する部分の多い人々を選抜・研修
のプロセスを通じて目的を達成することで上手くいっている事
例であり、抵抗ないし同化の段階にあるといえる。また、Y 社
は、女性も働けるような取り組みがみられる一方で、外国人に
対しては受け入れない結果からは多様性への意識は低く、同化
の段階であると判断した。一方、H 社は、WLB に関する取り
組みを積極的に取り組んでいるが、ダイバーシティ・マネジメ
ントを全く意識しておらず、多様性を企業の競争優位に結びつ
くという視点が欠けているため、同化の段階にあると考えられ
る。最後に、S 社は、代表自身が常に新たな経営学の知識を吸
収しながら WLB に関する取り組みをはじめ、外国人研修生を
受け入れる宿舎の設置や女性管理職に関する研修等も積極的に
取り組むことを通じて従業員の多様性を活かす経営を行ってい
るため、分離から統合へシフトする段階にある。
　本研究で取り挙げられた事例の共通点は農業法人の代表が経
営に人的資源管理を取り組んでいることである。そのため、綿

密な情報共有等を通じて組織としての統率力が高く、HRM 成
果と経営成果が上がっていると考える。しかし、ダイバーシ
ティ・マネジメントについては、積極的に経営に活かすべきと
考えて、実践している事例は S 社のみにとどまっている。そ
のため、日本農業に取り巻く環境が厳しい中、多くの農業法人
が経営の外部環境の激しい変化に対応できる戦略を持ておら
ず、競争に勝てるイノベーションが生まれにくい状況にある。
したがって、農業法人は持続可能な経営を実現するためには、
従業員の多様性を活かすことを念頭に置いた施策群を策定・実
行し、経営者や管理職及び従業員が多様性を活かす経営の有効
性を認知させる事が重要である。具体的には、性別や国籍といっ
た表層的な多様性に加えてキャリア志向や価値観及び発想等の
深層的な多様性にも着目し、組織における生産的な摩擦を恐れ
ずに、各人の能力を最大限活かすことが可能な環境を整える事
が農業法人の持続性につながると結論付ける。
　なお、本研究では先進的な事例に焦点を当て、文献調査や聞
き取り調査及び TEM 分析等を用いて仮説を検証したが、農業
法人全体におけるダイバーシティ・マネジメントの浸透度合い
や経営成果との関係が明らかになっていない。今後は農業法人
における HRM 施策の現状や効果に関する全体像を把握した
上、それらを踏まえてダイバーシティ・マネジメントとの関係
性をより丁寧に描く必要があると考える。
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出所： 聞き取り調査結果ならびに図６の参考資料をもとに著者
作成
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Approach from Diversity Management (DM)
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Summary
The purpose of this study is to clarify how diversity should be linked to human resource development for sustainable 

business management focusing on the issues related to securing and developing new farmers in Japanese agricultural 
corporations. Specifically, an analytical framework is constructed using concepts such as strategic human resource 
management (SHRM), corporate management strategy and diversity management (DM) as its constituent elements and HRM 
matching. We set 2 hypotheses in line with that framework and clarify these relationships trough verification of the 
hypotheses. “SHRM in the agricultural corporations have an impact on management performance through the corporate 
management strategy, HRM strategy, HRM matching, and DM (H1).” “DM is set by SHRM and is also affected by corporate 
management performance (H2).” To verify the hypotheses, qualitative research methods such as case study, structured 
interview and Trajectory Equifinality Model (TEM) are introduced in this paper. 
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